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ＮＰＯ・ＮＧＯ、ボランティア活動と行政のパートナーシップについて

２１世紀を迎えた今日、新たな社会システムの基軸となるのは、自由で自発的な、

人々に自らの存在感と充足感を与えるコミュニティの形成である。そしてこのコミュ

ニティを生み出す主体は市民であり、その市民組織であるＮＰＯ・ＮＧＯである。

これら新しい組織体の発展と行政との協働の形成は、大きな課題である。同時に、

今後我々が直面するであろう行政課題を解決する方策を提示するものである。

この背景の一つは、住民の社会活動への参加意欲に応える生きがいづくりである。

高度経済成長期の後、終身雇用制の崩壊とともに人々は職場中心から、自分らしく生

きること、人や社会のために役立ちたいといった考えを持つに至ってきている。

二つ目は、地方分権に伴う効率的かつ効果的な地域マネージメントの実現である。

このことは単に行政側の必要性からというのではなく、分権型社会の推進が究極とし

て、活力にあふれた地域社会の形成と積極的な住民参画を目的とするからである。

三つ目は ２１世紀の新しい行政と市民とのパートナーシップの構築が必要である、 。

官でもない、民でもない、地域の共同利益を増進する新しい関係づくりが必要となっ

ているからである。

このような認識をもって、これまで我々は今日の多様化する住民ニーズに対応する

ため ＮＰＯ活動に大いに期待し その支援に積極的に取り組んでいるところである、 、 。

また、ＮＰＯとの協働＝パートナーシップについても基本理念を確立すべく様々な

試みを行っている。この理念の中核にあるものとしては、ＮＰＯの自主性を損わずに

ＮＰＯと行政の両者がお互いを理解し合うことで、より良い競争と協働関係の確立が

求められている。

今後は、この基本理念に沿って協働を進めていくこととなるが、施策としては、

１ 行政とＮＰＯとが相互に認識・理解するための情報交換や人材交流の仕組みづ

くり

２ ＮＰＯ設立相談、運営、人材育成、情報交流を行う中間支援組織との連携など

ＮＰＯを支える環境整備

３ 政策の立案段階での協働や公募型委託事業の推進



４ ＮＰＯの活動基盤強化のため、税制上の優遇措置や認定ＮＰＯ法人の要件緩和

などの法制度の整備

である。

協働事業の推進にあたっては、調整機能の強化等総合的な対応とともに、協働の視

点からの既存事業の見直し、協働事業の評価手法の確立等、全く新しい政策形成のプ

ロセスを必要としている。それとともに、具体的に協働事業を実践することで協働ル

ールを定着させていかねばならない。

さらに、当分科会としては本日の検討の成果として、自治体間の連携を強めること

の意義を認識し、ＮＰＯへの支援や協働のあり方などについて情報交換や意見交換の

ための議論の場をもつことを確認した。この議論を生かして、ＮＰＯがその特性を発

揮して地域の中で活発に活動する、豊かでいきいきとした地域づくりを目指してまい

りたい。


